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 1960～64 1965～69 1960年代 1970～74 1975～79 1970年代 1980～84 1985～89 1980年代 1990～94 1995～99 1990年代 2000～05 
道路 24.5 26.9 26.1 24.4 18.6 20.4 20.2 25.8 23.1 26.3 26.8 26.6 28.3 
港湾 3.0 2.8 2.8 2.4 1.8 2.0 1.7 2.0 1.9 1.8 1.9 1.9 2.0 
空港 0.3 0.2 0.2 0.6 0.4 0.5 0.5 0.7 0.6 1.0 0.8 0.9 0.7 
その他交通手段 1.4 2.7 2.3 1.9 7.2 5.5 5.8 2.9 4.3 1.5 1.6 1.6 1.9 
港湾整備 3.5 2.6 2.8 1.6 0.6 0.9 0.4 0.1 0.3 0.2 0.2 0.2 0.1 
工業用水道 1.4 0.9 1.0 0.6 0.4 0.5 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 
農林水産 8.6 9.2 9.1 8.7 9.4 9.2 10.0 10.1 10.0 8.6 9.4 9.0 8.7 
Ⅰ 
産業基盤計 43.7 45.8 46.2 40.4 38.5 39.1 39.0 42.0 40.6 39.8 41.0 40.5 42.2 
都市計画 2.1 2.3 2.2 2.7 2.5 2.5 3.0 4.7 3.9 5.3 5.2 5.3 5.1 
住宅 5.9 8.5 7.7 8.5 6.9 7.4 6.1 5.3 5.7 5.9 5.3 5.6 4.4 
宅地造成 1.1 2.4 2.0 3.1 1.9 2.3 1.7 2.3 2.0 2.2 1.2 1.7 0.9 
環境衛生 1.2 1.4 1.4 2.1 2.1 2.1 2.0 2.0 2.0 2.7 2.9 2.8 3.2 
上水道 5.1 4.9 4.9 5.0 4.5 4.7 3.9 4.1 4.0 3.5 3.8 3.6 4.2 
下水道 2.2 3.2 2.9 4.8 5.6 5.4 6.8 8.1 7.5 8.4 9.4 8.9 9.4 
厚生福祉 2.4 2.7 2.6 3.3 3.0 3.1 3.1 3.1 3.1 4.2 4.8 4.5 4.5 
文教施設 10.6 9.2 9.7 10.8 10.6 10.7 10.9 8.9 9.8 8.9 7.4 8.2 7.2 
Ⅱ 
生活基盤計 31.0 35.2 33.9 40.7 37.5 38.5 37.8 38.9 38.3 41.3 40.2 40.7 39.1 
Ⅲ 治山治水 他 19.3 14.1 15.7 10.8 10.8 10.8 11.4 12.0 11.7 10.4 10.9 10.7 11.4 
Ⅳ 官庁営繕 他 6.1 4.9 5.3 8.0 13.2 11.6 11.8 7.1 9.3 8.5 7.8 8.2 7.4 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
   
  注） 道路は街路・有料道路・駐車場、厚生福祉は病院・国民健康保険事業・公立大学病院を含む。 
     その他の交通手段は鉄道・軌道・自動車運送・地下鉄・船舶、Ⅱその他は市場・と畜場・公益 
     質屋事業を集計したものである。 
     2000年から厚生福祉に老人保健医療事業・介護保険事業・介護サービスが加わる。 


















































   
  注）『行政投資』各年版より作成。 







2000 2005 2000～05 伸び 
 
補助 単独 普通建設 補助 単独 普通建設 補助 単独 普通建設 
大都市圏 1,178,753 2,028,122 3,428,292 770,222 1,470,726 2,437,450 0.65 0.73 0.71 
うち都道府県 638,057 821,014 1,605,273 416,598 630,901 1,182,313 0.65 0.77 0.74 
●市町村 540,696 1,207,108 1,823,019 353,624 839,825 1,255,137 0.65 0.70 0.69 
地方圏 738,638 676,307 1,522,092 413,081 412,477 894,925 0.56 0.61 0.59 
うち都道府県 550,337 383,579 1,000,836 292,401 215,156 556,354 0.53 0.56 0.56 
●市町村 188,301 292,728 521,256 120,680 197,321 338,571 0.64 0.67 0.65 
全国 10,965,574 12,099,270 25,241,864 6,371,865 7,833,318 15,829,372 0.58 0.65 0.63 
うち都道府県 7,100,751 5,123,061 13,736,243 4,015,811 3,337,137 8,559,253 0.57 0.65 0.62 
●市町村 3,864,823 6,976,209 11,505,621 2,356,054 4,496,181 7,270,119 0.61 0.64 0.63 
   
  注） 大都市圏は東京・愛知・大阪、地方圏は青森・島根・鹿児島を集計したものである。 
     補助は補助事業、単独は単独事業、普通建設は普通建設事業の略。 
     『地方財政統計年報』各年版より作成。 
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７) 奥野信宏『公共の役割は何か』岩波書店、2006年、第３章「社会資本の公共性」参照。近著「『地域は
「自立」できるのか』岩波書店、2008年においても次のように指摘している。「政策展開でみても、わが
国の高度成長期と安定成長期にみられた公共投資の地域別、分野別の整備過程は、この期間に国民所得を
最大にし、地域格差を最小にするという目的を掲げたとき、最適に近いパターンであったと評価できる。」
（30ページ） 
８) 島恭彦「所得倍増計画と公共投資」（『島恭彦著作集』第４巻、有斐閣、1983年に収録）、宮本憲一『社
会資本論』有斐閣、1967年などを参照のこと。 
９) 金澤史男「日本における福祉国家財政の再編―グローバル化と構造改革」（林健久・加藤榮一ほか編
『グローバル化と福祉財政の再編』東京大学出版会、2004年）参照。 
10) 加茂利男「『利益誘導政治』は変わったか」（『都市問題』2006年10月号）による。 
11) 拙稿「民活と公共投資」（横田茂・永山利和編『転換期の行財政システム』大月書店、1995年、第５章) 
参照。 
12) かつて宮本憲一は「公共事業が巨大な土建資本と中央政府の独占物であることをやめて、真の公共性＝
共同性の事業となることが、民主的な行政改革の第一歩であろう」と述べた（宮本憲一・山田明編『公共
事業と現代資本主義』垣内出版、1982年、293ページ）。なお、拙稿「『日本型公共政策』と公共事業」
（『財政と公共政策』創刊号、2003年10月）、宮本憲一『維持可能な社会に向かって』岩波書店、2006年も
あわせて参照のこと。 
13) さしあたり金澤史男編『公私分担と公共政策』日本経済評論社、2008年、森裕之『公共事業改革論』有
斐閣、2008年、諸富徹・門野圭司『地方財政システム論』有斐閣、2007年をあげておく。 
 
